
○ 人口急減・超高齢化や、地域創生という課題に
対して、環境保全と同時にその取組を起爆剤とした
地域経済の活性化を目指し、地域の個性に合わせ
た、自立・分散型の低炭素エネルギーを中核とした
自然と共生する循環共生型の地域社会（「環境・生
命文明社会」）の構築を進める。

〇 震災からの復興に向け、除染の着実な推進と中間貯蔵施設の整備、放射性物質に汚染された廃棄物の処理、原
子力被災者の健康管理・健康不安対策、三陸復興国立公園を核としたグリーン復興を推進。

〇 震災の教訓を踏まえ、老朽化した廃棄物処理施設の早急な更新と、巨大災害時の廃棄物処理体制の構築、自然
生態系を活用した防災・減災機能の推進に取り組む。

Ⅱ．新たな時代の循環共生型の地域社会の構築

Ⅰ．東日本大震災からの復興と震災の教訓を踏まえた防災・減災

② 里地里山・里海地域
や生態系保全上重要
な地域の保全と活性化

① 新たな循環共生型
の都市づくり・街づく
りの推進

③ 循環共生型の地域社会の構築を支える
人づくりの推進

④ 循環共生型の地域社会の構築を支える
基盤的施策

〇 環境課題への対処において、我が国がリーダー
シップを発揮。優れた環境技術、制度等を活用し
た国際協力を行い、海外需要を我が国の経済成
長につなげる。

Ⅲ．我が国の実績ある環境政策、環境技
術の海外需要を捉えた国際展開

Ⅳ．オリンピック・パラリンピック東京大会に
向けた取組

○ オリンピック・パラリンピック東京大会において最新の環境技術
の導入等により、「環境にやさしい五輪」を実現し、世界最高水
準の「環境都市東京」を実現することによって、国内に取組を広
めるとともに世界に広く発信する。

環境省における平成27年度科学技術関係予算について

平成27年度環境省重点施策の４本柱
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Ⅱ．新たな時代の循環共生型の地域社会の構築

Ⅰ．東日本大震災からの復興と震災の教訓を踏まえた防災・減災

Ⅲ．我が国の実績ある環境政策、環境技術の海外需要を捉えた国際展開

「放射性物質により汚染された土壌等の除染の実施」のうち除染実証事業等 728百万円（2,852百万円）
放射性物質汚染対処特措法等に即して、除染に関する知見の収集の一環として、森林における放射性物質の流出防

止対策等や除染等技術の実証事業を実施。

衛星による地球環境観測の強化 4,220百万円（3,729百万円）
気候変動関連等施策に対し貢献する我が国の国際社会における貢献を継続的に果たすため、温室効果ガス観測技

術衛星「いぶき」の後継機を平成24年度より開発中（平成29年度打ち上げを目標）

洋上風力発電実証事業 1,771百万円（1,369百万円）
国内初となる、商用スケール(２MW)の「浮体式」洋上風力発電施設の建造・設置・運転・評価を実施する。

○台風等への耐性を有する浮体の設計・建造
○環境アセスメント手法の確立等を行い、早期の実用化を実現

CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業 7,000百万円（4,800百万円）
将来的な地球温暖化対策強化につながり、各分野におけるCO2削減効果が相対的に大きいものの、民間の開発イン

センティブが小さい技術の開発・実証を国主導で推進し、早期の実用化を図ることでCO2排出量の大幅な削減を目指す。

環境研究総合推進費 6,300百万円（5,510百万円）
省内の「行政ニーズ」に適合する研究課題を実施し、環境政策の推進に不可欠な科学的知見の集積及び技術開発を

推進（競争的資金）。

環境省における平成27年度科学技術関係施策の例

平成27年度科学技術関係予算 要求総額 ６９８億円
（今年度科学技術関係予算総額 ６４１億円：９％増）
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防衛省における平成27年度科学技術関係予算について

主要事項（1/2） （金額は契約ベース）

○将来戦闘機関連事業

H27年度概算要求： 約412億円

広視野角

軽量化

ヘルメット・マウン
テッドディスプレイ

主翼前縁部レドーム 機首レドーム

システムインテグレーション技術

【概要】
将来戦闘機に関し、国際共同開発の可能性も含め、戦闘機

（Ｆ－２）の退役時期までに開発を選択肢として考慮できる
よう、国内において戦闘機関連技術の蓄積・高度化を図るた
めの実証研究を実施。

「平成２６年度以降に係る防衛計画の大綱」（平成２５年１２月１７日国家安全保障会議及び閣議決定）
及び「中期防衛力整備計画（平成２６年度～平成３０年度）」（平成２５年１２月１７日国家安全保障会議
及び閣議決定）に基づき、以下の点を重視し、研究開発を推進。

－ 自衛隊の運用に係るニーズに合致した研究開発の優先的な実施

－ 新たな脅威に対応し、戦略的に重要な分野において技術的優位性を確保

－ 産学官の力の結集と安全保障分野における活用

防衛省の研究開発の基本的考え方

H27年度概算要求： 1,657億円【歳出ベース】（当該年度に支出する金額の合計）

1,649億円【契約ベース（物件費）】（当該年度に結ぶ契約額の合計）

＊ 技術研究本部経費の他、防衛大学校及び防衛医科大学校の教官研究経費を含む

防衛省における平成２７年度科学技術関係経費
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主要事項（2/2） （金額は契約ベース）

○安全保障技術研究推進制度の創設
（Innovative Science & Technology Initiative for Security）

H27年度概算要求： 約20億円

【概要】
防衛装備品への適用面から着目される大学、独立行政法人の研究

機関や企業等における独創的な研究を発掘し、将来有望である芽出
し研究を育成するため、競争的資金制度をひな形とした安全保障技
術研究推進制度を創設。

【概要】
中赤外線及び遠赤外線の２つの領域の波長帯を使用することで探知・識別

性能を向上した防衛省の２波長赤外線センサを文部科学省・ＪＡＸＡで計画
中の先進光学衛星に相乗りすることにより、宇宙空間での実証研究を実施。

○宇宙空間での２波長赤外線センサの実証研究

H27年度概算要求： 約48億円

○高機動パワードスーツの研究

H27年度概算要求： 約9億円

○新たな護衛艦用レーダシステムの研究

H27年度概算要求： 約59億円

【概要】
対空、対水上レーダ等の空

中線を共用化し、小型化を図
るとともに、各種センサの連
携により、性能を向上した新
たな護衛艦用レーダシステム
の研究を実施。

新たな護衛艦

【概要】
個人用の装備品を装着・携行した隊員の迅速機敏な行

動を実現するための高機動パワードスーツについて研究
を実施。

23


	01【参考資料2】関係府省の取組（①表紙）
	スライド番号 1
	スライド番号 2

	02‐1 警察庁1 － 1
	スライド番号 1

	02‐2 警察庁１－２
	施策名：高度な元素分析技術を活用した法化学検査法の構築

	03 総務省
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3

	04 外務省
	スライド番号 1

	05 文科省
	スライド番号 1
	スライド番号 2

	06 厚労省
	スライド番号 1
	スライド番号 2

	07 農水省
	スライド番号 1
	スライド番号 2

	08 経産省
	平成２７年度経済産業省産業技術関係予算　概算要求
	Ⅰ．福島・被災地の復興加速
	Ⅱ．イノベーションを生み出す環境整備
	Ⅱ．イノベーションを生み出す環境整備
	Ⅲ．次世代の市場創出につながる研究開発の推進

	09 国交省
	スライド番号 1
	スライド番号 2

	10 環境省
	スライド番号 1
	スライド番号 2

	11 防衛省
	スライド番号 1
	スライド番号 2




